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本書は，宮本憲一元滋賀大学学長らととも

に長年にわたって沖縄問題を研究対象として

きた川瀬光義による新作である．沖縄が「基

地か経済かJという二者択一を追られる一方

で，多くの「本土Jの人々は沖縄問題を他人

事のようにみてきたしいまでもその点に大

きな変化はない．そのようななかで，沖縄問

題の根底にある問題を「本土Jの財政学研究

者として明らかにしたのが本書である．

「本書の課題」では，基地維持政策を

分析していくための重要な視点がいくつか示

されている．すなわち，①中央政府による米

軍基地所在市町村への財政支出の自的が，「基

地対策等の推進Jから「地域振興」へ変わっ

てきたこと，②振興策という名吾での中央政

府による潤沢な財政支出は「地域差別Jであ

ること，③全国的に検討されるべき課題であ

る米軍基地や原子力発電所などの迷惑施設の

立地について，その是非についての十分な国

民的議論もないままに，立地対象地元自治体

の地域問題に媛小化することは，反民主的で

あることである．

第 1章「在日米軍基地と財政Jでは，米軍

基地維持のために日米地位協定の規定に基づ

いてどのような財政支出が行われ，また規定

に基づかない財政支出（思いやり予算など）

がいかに拡大してきたかが示されている．以

上を分析したうえで基地維持のための財政支

出の膨張は，明確な歯止めが利かない状態に

あると述べられている．

第2章「沖縄の基地と地域経済Jでは，原

子力発電所が活動の産物として電気という有

用なものをもたらすのと異なり，軍事基地は

経済的な付加価値を何らもたらさない再生産

外的消費であること（「他人の労働による年

間生産物の一部Jという表現もいくどか使わ
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れている）がまず示されている．そのうえで，

日本人の労働，つまり日本の財政支出によっ

て支えられている米軍基地が沖縄の地域経済

にもたらす経済効果は，特に近年においては

さほど有用ではなくなっていることが示され

ている．たとえば， 2003年度に米軍が発注

した建設工事，財・サーピス購入契約をみて

みると，総額約 1013億円のうちで沖縄の事

業者が契約したのは 146億円と， 14.4%をし

めるにすぎないという． くわえて，米軍基地

が広大な土地を占有し続けていることによっ

て「機会喪失Jが生じており，すでに返還さ

れた米箪基地跡地の再開発による経済効果を

みると，その機会喪失がきわめて大きなもの

であることが示されている．たとえば，沖縄

県議会が2010年に検証した試算によると，

すべての基地が返還された場合の経済波及効

果は，米軍基地がある故に生じる効果に比べ，

1年間で生産誘発額が2.2倍，所得誘発額が

2.1倍，雇用誘発者数が2.7倍であるとされ

ている．本章は，沖縄が基地に依存している

のではなく，基地が沖縄に依存しているので

はないか（基地に寄生されているのではない

か）という指摘で締められている．

3章「基地と自治体財政Jでは，基地維

持のための財政支出の構造的特徴を原子力発

電所のためのそれと比較している．基地交付

金と軍用地料は租税収入ではないため，多額

であっても地方交付税のうちの普通交付税は

減額されない．一方，原子力発電所立地自治

体にもたらされる主な一般財源である闇定資

産税の償却資産分は，普通交付税が減収とな

るうえ，減価償却に伴い固定資産税も減って

いく．基地所在自治体のほうが京子力発電所

立地自治体より優遇されているようにみえ

る．しかしこのことに対して著者は，原子
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力発電所立地自治体の収入は電力会社に課税

権を行使して得た収入が主たる源であるのに

対し基地所在自治体のそれは財源が不明確

で一種の「摘み金J的なものであり，配分に

おいて自治体にはまったく裁量権のない財政

収入であると注意を促している．また，続く

第4章「基地維持財政政策の展開jでは，電

源三法交付金と再編交付金とが比較されてい

る．両者はよく似た仕組みであるが，原子力

発電所の受け入れの是非については当該自治

体に選択権があるのに対し再編交付金の場

合には，米軍再編の受け入れについて良治体

に選択権がないという点が決定的な違いだと

いう．

第5章「嘉手納町にみる基地維持財政政策

の実態J以降は，第6章「名護市にみる基地

維持黙政政策の実態J，第7章「沖縄振興（開

発）政策の展開と帰結j，第8章「沖縄市に

みる振興致策の実態Jというように展開して

いく．これらの章では，著者が長年かけて地

に実施した地元自治体へのヒアリングの内

容や現地で入手した貴重な資料を駆使した鍛

密な分析がなされており，読み志えがある．

特に第8章では著者自身が意見書の提出とい

う形で直接関与した中城湾港泡瀬沖合理立事

業の詳縮が記されており，迫力がある．

「ルールなき財政支出の帰結」では，

全体の論旨をまとめたうえで，軍事基地や涼

子力発電所を維持するための封政支出に共通

する特徴として，第一に， Yレールの欠如ない

しは反民主性の点が，第二に，自治体にとっ

て「収入ありきJの財源になっている点があ

げられている．そして，最後の文章で「この

国でこれまでおこなわれてきた施策は，そう

による説得を通じた人々の心から

の用意を得るための）手続きをないがしろに

し安全保障のあり方を全国民の課題として

検討する機会を奪うという， とてつもない巨

大な損失をもたらしているのではないだろう

か」という関いを読者に投げかけている．

以上が本書の構成と競要である．本書は，

箪事基地や京子力発電所を雑持・新設するた

めに行われている中央政滑による封致政策を

明らかにした労作であり，学衛的には「基地

JI！瀬光義著？基地維持政策と慰政j

対策などの推進j政策の成立期から沖縄復帰

時までを対象とした佐藤昌一郎 f地方自治体

と軍事基地j(1981年，新日本出版社）の先

駆的業績を継承・発展させたものである．

全体として，本書では軍事基地や原子力発

電所をなんとか地元自治体に受け入れさせる

ためにとられていったルール無視の財政政策

を批判するとともにそのような「使い勝手

のよいJ収入を得られるとしても地方自治，

財政自治，機会喪失などの観点から地元自治

体はそれらの施設を受け入れない方が望まし

いことが明らかにされている．研究が手薄な

軍事基地の研究において，詳細な資料に基づ

き財政学の観点から以上を明らかにしている

点が本書の最大の強みであり，学界だけにと

どまらず社会全体にとって価値ある内容であ

る．沖縄の進むべき道を示しているといえる．

軍事環境問題を碗究してきた筆者の

識と関連して 2点ばかり本書を読んで、考えた

ことを言己しておく．

第一に，著者は軍事を「非生産的」（

経済の発展にとってマイナス）なものとして

位置付ける一方で，「核廃棄物という無限大

のマイナスを伴うとはいえJという条件村き

ながら原子力発電所を電気という有用なもの

をもたらすものとして位置付けているが，こ

の点に多少の違和感を覚える．アダム・スミ

スが軍事を「非生産的」なものとしてみた反

面，ケインズ経溌学は不況対策に効果をあげ

るということで軍事を「生産的jなものとし

てみた．以後の経済学の考え方のほとんどが

意識的にか無意識的にかは別として「生産性J
を考察の重要なポイントとしてきたので，そ

の意味で本書も経済学の伝統的な考え方の枠

内で議論を組み立てている．しかし核兵器

をはじめとする極めて環境破壊的な諸兵器が

開発され，大量に生産され，各地に拡散して

いる現代において，考察の対象に入れなけれ

ばならない重大な要素に「被害Jがあるので

はないか．被害の観点からみた場合には，

と同様に涼子力発電所も有用なものをもた

らすものと言えなくなるのではないか．この

については，拙稿「軍事環境問題と経済学J
(2014年，『都習文科大学紀要J第79集）で
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多少議論を展開したが，今後より深めていか

なければならないと考えている．

第二に，本書では，財政政策の構造的特徴

において軍事基地と京子力発電所とが酷似し

ていることが明らかにされているが，ではな

ぜ，最終処分場や刑務所をはじめとして迷惑

施設は数多く存在するにもかかわらず，同じ

く迷惑施設と位寵付けられることの多いこの

両者だけが酷似した制度を有しているのか．

原子爆弾の技術の転用によって原子力発電所

が生まれたわけであるが この点において原

子力発電所にも軍事の要素が色濃く反映され

ているのではないか．軍事基地と原子力発電

所に対する財政政策の構造的特徴が似ている

点を明らかにした意義は大きいが，加えて，

その両者が類似点を多く含むことになった理

由をより深めて考察した記述を個人的には読

みたかった．

なお，沖縄の進むべき方向を，著者が編者

になってまとめたものに， f沖縄論一平和・

環境・自治の島へ－j (2010年，岩波書店）

がある．こちらもあわせてご一読いただきた
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